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₁ ．背景と目的
　船舶輸送が世界において増加する中，船舶起因の大気汚染物質排出も増加していたが，₂₀₁₀年
代においてその排出量は一定を維持している．だが，汚染物質排出量は，総量として見た場合，
決して少ないとは言い難い．国際海事機関（IMO: International Maritime Organization）（₂₀₁₅）
では，世界における船舶から排出される大気汚染物質総量をボトムアップで推定している（図 ₁ ）．
それによると₁₉₉₀年から₂₀₀₀年代後半にかけては船舶起因の大気汚染物質が増加しているものの，
₂₀₁₀年代からはその総量が一定となっている．排出量は一定ではあるものの，船舶から排出され
る硫黄酸化物（SOx）と窒素酸化物（NOx）は，₂₀₁₁年の日本における SOx，NOx の排出量（₄₁₀
千トン，₆₉₆千トン（環境省，₂₀₁₄））と比較すると，約₂₈倍，約₂₉倍となっている．このように，
船舶起因の大気汚染物質排出量は総量として少ないわけではない．
　船舶起因の大気汚染物質が及ぼす負の影響は小さくない．中でも，健康に直接的に被害を出す
SOx や浮遊粒子状物質（PM）による負の影響が問題視されている．SOx や PM といった大気汚染
物質が体内に吸入されると，短期・長期の健康被害，たとえば呼吸器系，心血管系疾患による入
院，ぜんそく，肺がん等を引き起こすことが知られている．Corbett et al. （₂₀₀₇）は，船舶起因の
大気汚染物質が，世界で年間₁₉,₀₀₀～₆₄,₀₀₀人の早期死亡を引き起こしていると試算した．
　このような船舶起因の大気汚染物質による健康への外部不経済を減少させるべく IMO は船舶か
ら大気汚染物質排出量を低下させるための政策的枠組みを大別して ₂ 種類設定している．第一は，
一般海域において大気汚染物質排出量を減少させる枠組みである．第二は大気汚染物質放出規制
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海域（ECA：Emission Control Area）に指定された海域において大気汚染物質排出量を減らす枠組
みである．後者の ECA においては，一般海域よりも厳しい排出規制が課せられており，現在 ₄ つ
の海域（バルト海周海域，北海周辺海域，アメリカ（含むハワイ）とカナダ沿岸部の₂₀₀海里内，プ
エルトリコと米領ヴァージン諸島を含むカリブ海海域）に設定されている．日本は，日本周辺海
域への ECA 設定に関する議論を₂₀₁₀年から₂₀₁₃年に船舶からの大気汚染物質放出規制海域
（ECA）に関する技術検討委員会にて実施した．技術検討委員会は，₂₀₁₃年に日本周辺海域への
ECA 設定は現時点においては必要性があるとは判断されないとして，その設定を見送った（国土
交通省，₂₀₁₃）．
　IMO に申請された ECA ではないが，最近，中国が国内 ₃ 箇所を ECA と同等の規制を行う海域
に指定し，段階的に大気汚染物質排出に関する規制を強化することを発表した（Gard AS, ₂₀₁₆a; 
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図 1 　世界における船舶からの大気汚染物質の排出量の推移
出所）Buhaug et al. （₂₀₀₉）， International Maritime Organization （₂₀₁₅）．
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Shen, ₂₀₁₆）．そして，₂₀₁₆年 ₄ 月 ₁ 日より長江デルタ水域の主要 ₄ 港（上海港，寧波－舟山港，蘇
州港，南通港等）において ECA で使用が課されている低硫黄分燃料の使用を義務化した（Gard 
AS, ₂₀₁₆b; 日本海事協会，₂₀₁₆）．加えて，韓国も海域に ECA を設置するか否かを検討するための
準備をしていると聞いている．このような近隣国の ECA 設定に関して，国土交通省（₂₀₁₃）で
「国土交通省は，今後とも大気環境対策に関する国内及び IMO 等海外での検討の状況を注視し，
把握に努めるとともに，…（中略）…適切な時期に ECA 技術検討委員会を開催し，船舶による大
気環境への影響の把握及び対策に関する技術的な検討を行う必要がある．」（₁₀ページ）としてい
る．ここにあるように近い将来日本においても ECA の設定について再検討が行われることも考え
得る．
　他国の状況を受け，ECA 導入の再検討が行われるのであるならば，そのときには，₂₀₁₃年の技
術検討委員会で残された論点・課題が，再検討の出発点となる．国土交通省（₂₀₁₃）は，日本にお
ける ECA 検討に関連する今後の課題を大きく ₅ つ挙げている．具体的には，「排出量データの整
備・最新化及び精度の向上」「大気環境学の進歩を反映した船舶に係る大気質シミュレーション技
術の向上」「排ガス対策コストの把握及び社会経済影響の評価手法の調査」「エンジン本体，排ガ
ス清浄化技術の開発動向及び性能の把握」「その他」である．中でも ECA の設置を決定する際に
重要視されるべき課題は，三番目に挙げられた「排ガス対策コストの把握及び社会経済影響の評
価手法の調査」である．
　実際に複数の ECA を実施しているヨーロッパに目を向けると，ECA を包含している MARPOL
付属書 VI と MARPOL 付属 VI 改正（内容は後述）に関して，その規制の論点を含む船舶業界への
インパクトアセスメント報告書が，₂₀₁₀年の前後に複数発表されている（ENTEC, ₂₀₀₉, ₂₀₁₀ ; 
University of Turku Centre for Maritime Studies, ₂₀₀₉ ; Swedish Maritime Administration, ₂₀₀₉ ; 
ITMMA University of Antwerp & TM Leuven, ₂₀₁₀ ; AEA Technology et al., ₂₀₁₀ ; SKEMA, ₂₀₁₀な
ど）．これらの報告書の ECA 評価方法，結果そして論点は，将来の日本における ECA 再検討にお
いて有用な視座を与え得る．だが，それら報告書における MARPOL 付属書 VI の効果検討結果，
費用対効果の整理，日本における ECA 導入の検討結果との比較，そして，ECA の範囲に関する
論点が整理されているとは言い難い．
　そこで，本稿ではヨーロッパで発表された MARPOL 付属書 VI 改正によるインパクトアセスメ
ントの論点とその費用対効果に関する論点，そしてそれらと日本における検討結果を比較・整理
する．加えて，ヨーロッパ・日本両方の報告書の中で ECA の範囲についての論点は明示的にはな
されていないことを指摘し，ECA の範囲に関する議論についても整理を行う．最後に，これらの
整理に基づき今後日本における「社会経済影響の評価手法」で必要となる調査項目と，ECA の範
囲に関する留意点について論じる．
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₂ ．主要報告書における MARPOL 付属書 VI 改正の影響の論点整理
2.1　MARPOL 付属書 VI 改正と ECAの概要
　「₁₉₇₃年の船舶による汚染の防止のための国際条約に関する₁₉₇₈年の議定書によって修正された
同条約を改正する₁₉₉₇年の議定書」は，船舶から排出される大気汚染に関する規制を規定した付
属書 VI（MARPOL 付属書 VI）を含み，₂₀₀₅年 ₅ 月に発効した．MARPOL 付属書 VI の中において，
SOx，NOx，オゾン破壊物質，揮発性有機化合物の排出を規制している．規制方法としては，SOx
については，一般海域において使用できる燃料の燃料中硫黄分濃度を₄.₅%までとしている（図
₂ ）．加えて硫黄酸化物排出規制海域（SECA: Sulphur Emission Control Areas）に設定された海域
を航行する船舶に対し，硫黄分濃度₁.₅%を超える燃料を使用しないか，もしくは同等の SOx 排出
削減を実現するシステムを導入することを義務づけることができる．この MARPOL 付属書 VI に
基づきバルト海周辺海域（₂₀₀₆年 ₅ 月₁₉日）と北海周辺海域（₂₀₀₇年₁₁月₂₂日）は SECA に指定さ
れた．
　₂₀₀₈年 ₄ 月に，IMO 下の委員会の一つである海洋環境保護委員会（MEPC: Marine Environment 
Protection Committee）は，船舶からの大気汚染物質を削減するため MARPOL 付属書 VI の改正
案を承認した．この改正案は次のような排出規制強化を盛込んでいた．第一に，一般海域におい
て使用できる燃料の硫黄分濃度は₄.₅%であったが，₂₀₁₂年 ₁ 月からそれを₃.₅%にする．そして，
₂₀₂₀年 ₁ 月から一般海域において使用できる燃料の硫黄分濃度を大幅に減少させ₀.₅%とする（図
0.1％→
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図 2 　MARPOL 条約附属書 VI に基づく燃料油の硫黄分濃度規制値
　注 ）点線は，燃料油の利用可能性に関する調査結果により ₂₀₂₀ 年までに十分な燃料
油が供給されず，規制遵守ができないと判断された場合の規制値．
出所）森本（₂₀₁₄）．
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₂ 上側の線）．ただし，硫黄分減少燃料についての供給のフィージビリティ検証を遅くとも₂₀₁₈年
までに完了させることになっている．この一般海域における硫黄分濃度₀.₅%の規制はグローバル
キャップと呼ばれている．第二は，SECA 内で使用できる燃料中の硫黄分濃度は₁.₅%であったが，
₂₀₁₀年 ₇ 月 ₁ 日より ₁ %，₂₀₁₅年 ₁ 月からは₀.₁%と順次規制値が下げられた（図 ₂  下側の線）．第
一と第二の規制強化と同時に，排気ガス中から硫黄分を除去する代替技術について修正がなされ
ている．第三に NOx 規制の強化が盛込まれた．これまでは，₂₀₀₀年 ₁ 月 ₁ 日以降に建造した船舶
に搭載され，規格出力が₁₃₀kW を超える舶用ディーゼル機関（非常専用を除く）に NOx 規制が課
せられていた．MARPOL 付属書 VI 改正により，従来の規制値を一次規制（Tier I）と名付け，さ
らに二次規制（Tier II）と三次規制（Tier III）という段階的な規制が適用されるようになった．
Tier III は，₂₀₁₆年 ₁ 月 ₁ 日以降に起工され，ECA を航行する船舶に搭載されるディーゼル機関
のみに適用される．この Tier III は Tire I と比較すると規制値が₈₀%削減と低い水準に設定され
ている．
　最後の規制強化は，ECA の規制物質として NOx と PM も対象とできるようになったことであ
る．船舶から ₃ つの大気汚染物質排出を防止，削減そして抑制する必要性を示すことができるな
らば，ECA の設定を提案する主体は，SOx，NOx，PM のすべての物質を規制することができる．
この改正によって，アメリカ・カナダ等は，アメリカとカナダ沿岸部の₂₀₀海里，プエルトリコと
米領ヴァージン諸島を含むカリブ海海域を ₃ 物質を規制する ECA に設定している．
　
2.2　主要報告書におけるMARPOL 付属書 VI 改正によるインパクトの論点整理
　ヨーロッパで発表されたインパクトアセスメント報告書は，MARPOL 付属書 VI とその改正に
よる潜在的なインパクトを計測することを主な目的としている．そのため，ECA 設定のインパク
トだけではなく，グローバルキャップ等のインパクトについても検証している．報告書において
計測されたインパクトの項目をまとめると大きく ₃ つある．第一に船社等が負担する追加費用，
第二に費用負担によって船舶貨物輸送価格が上昇し発生するモーダルシフト，最後に環境改善の
健康便益そして追加費用との比較である．
  ₂.₂.₁　船社が負担する追加費用の予測
　多くの報告書は，MARPOL 付属書 VI 改正による SOx 排出削減を実現するために船社が既存燃
料を低硫黄燃料切り替えることで対応する際に必要となる追加的費用を推計している．なお，
NOx 排出削減への対応は ENTEC（₂₀₀₉）が述べているように，エンジンの改造で行われ，NOx
への対応費用は低いと予想されているため大半の報告書で言及されていない．
　低硫黄燃料への切り替えのための追加費用を推定する前段階として，既存の硫黄分濃度₁.₅%の
燃料と硫黄分濃度₀.₁%の留出油である MGO（Marine Gas Oil）の価格差について予測をしている
（表 ₁ ）．報告書において MGO の価格水準は₃₈₀～₁₂₅₀ユーロ／トンと予測されている．そして，
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硫黄分濃度₁.₅%と₀.₁%の燃料の価格差は，予測シナリオ等で変わってくるものの₈₀%程度の燃料
価格増加を見越している報告書が多い．ENTEC（₂₀₁₀）は， ₂ つの燃料の差額の幅は既存の報告
書で₁₅₅～₃₁₀ユーロ／トンと予測され，平均で₂₃₀ユーロ／トンとなっていると述べている．
　海運業界が負担する追加費用は，MARPOL 付属書 VI 改正による燃料切り替えの対象となる船
舶，価格や技術導入シナリオによって差が見られるものの，₂.₅～₆₀億ドル，平均で₃₀億ドル程度
と予測されている（表 ₂ ）．ヨーロッパ全体を対象として追加費用を推計した AEA Technology, 
TNO, IVL & EMRC （₂₀₁₀）によると，全ての船社が燃料切り替えで規制に対応した場合，中位推
計で₂₈～₃₅億ユーロ（表 ₂ ，図 ₃ ），低位・高位推計だと₁₇～₇₂億ユーロの費用負担が₂₀₁₅年に発
生すると予測している．そのほかの報告書は自国の寄港船のみを対象としているため，費用の額
が小さくなっている．
表 1 　燃料油価格差の設定
₂₀₁₅年 に お け る MGO（S 分₀.₁%）
予測価格［ユーロ／トン］
S 分₁.₅%燃料油と S 分₀.₁%燃料油
との価格差（％）
ITMMA University of Antwerp & 
TM Leuven （₂₀₁₀）
低位： ₃₇₉
中位： ₅₆₈
高位： ₇₅₈
₈₀
Swedish Maritime Administration 
（₂₀₀₉）
低位： ₅₀₂
中位： ₈₇₇
高位： ₁₂₅₀
Univ. of Turuk （₂₀₀₉） ₄₇₀～₅₀₀ ₇₃～₈₅
ENTEC （₂₀₀₉） シナリオ ₁： ₄₁₃
シナリオ ₂： ₅₅₁
シナリオ ₁： ₉₂ & ₄₂
シナリオ ₂： ₁₁₉ & ₅₉
SKEMA （₂₀₁₀） ₆₅₆
Transport & Mobility Leuven 
（₂₀₁₀）
₆₅₆ ₆₅
Institute of Shipping Economics 
and Logistics （₂₀₁₀）
₉₈₅ ₇₀～₈₆
出所）European Maritime Safety Agency （₂₀₁₀）を用いて作成．
表 2 　燃料切り替え費用の予測
報告書名 燃料切り替え費用 対象
Univ. of Turuk （₂₀₀₉） ₁.₉～₁₁.₈億ユーロ
（₂.₅～₁₅.₇億ドル）
フィンランド寄港船舶
Swedish Maritime Administration 
（₂₀₀₉）
₁₃₀億クローネ
（₁₇.₁億ドル）
スウェーデン寄港船舶
ENTEC （₂₀₀₉） ₁₆～₃₆億ポンド
（₂₆.₁～₅₈.₇億ドル）
英国寄港船舶及び英国₂₀₀海里水域
内の英国籍船
AEA Technology, TNO, IVL & 
EMRC （₂₀₁₀）
₃₀～₃₅億ユーロ
（₄₄.₁～₅₂.₉億ドル）
EU₂₇，バルト海，黒海，地中海，
北海，北大西洋
　注）ドルは報告書発行年月の為替レートでドル換算をしたもの．
出所）森本清二郎氏作成の資料を用いて作成．
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　₂.₂.₂　スクラバーによる対応を行った場合による追加コスト
　MARPOL 付属書 VI は燃料切り替えだけではなく同等の排出削減を実現できる代替技術を船舶
に導入することで規制を達成することを許可している．その代替技術として利用されているのが
スクラバーと呼ばれる排ガス洗浄システムである．スクラバーは大きく湿式と乾式に大別される．
船舶には通常海水を使用して硫黄分を除去する湿式スクラバーが多く用いられている．このスク
ラバーにより排気ガス中から硫黄分が₉₀～₉₅%除去できるとされる．
　スクラバーの導入によって船社が規制に対応するならば，燃料転換の追加費用の₃₀～₅₀%で済
むと予想されている．ここで，報告書発表当時はスクラバーが小数しか稼働しておらず，利用で
きる費用データが少なかったため，スクラバーの費用については不確実性がある点に留意する必
要がある．また，大半の報告書は₂₀₁₅年辺りの費用を予測しいることもあり，スクラバーが₂₀₁₅
年までに利用できる可能性とその技術の信頼性については不確実性があるとしている（ENTEC, 
₂₀₁₀）．これらの不確実性があるものの，ヨーロッパ全体における MARPOL 付属書 VI 改正によ
る費用へのインパクトを検討した AEA Technology, TNO, IVL & EMRC （₂₀₁₀）では全ての船が
スクラバーを導入して対応した場合の費用負担を計算している（図 ₃ ）．それによるとスクラバー
で対応した場合，多くとも₂₀億ユーロの負担に留まるという結果をだしている．これは，表 ₂ （も
しくは図 ₃ ）にある燃料転換による対応によって生じる費用よりも低水準になっている．
　全ての船がスクラバーを導入するとは極端な仮定であることから，報告書の中で船社の費用負
担を計算するときには燃料切り替えとスクラバーの導入割合を決めている．ENTEC（₂₀₀₉）では
燃料転換による対応が₉₀%，スクラバーによる対応が₁₀%として海運業界の費用負担額を計算して
いる（表 ₂ ）．
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図 3 　AEA Technology, TNO, IVL & EMRC （₂₀₁₀）の推計結果を用いた船社の費用負担と規制の便益
出所）ENTEC （₂₀₁₀）．
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　₂.₂.₃　MARPOL 付属書 VI 改正によるモーダルシフトの発生の推定結果
　MARPOL 付属書 VI 改正による燃料転換・スクラバーの設置には追加費用が発生するため，船
舶業界はその費用を貨物輸送価格に転嫁すると予想されている．University of Turuk （₂₀₀₉）では，
MARPOL 付属書 VI 改正による規制導入により₂₈～₅₁%の船舶貨物輸送価格が上昇すると予測し
ている．そのほかの貨物輸送価格について言及している報告書においても幅はあるものの概ね₁₀
～₂₅%程度の価格上昇があると見ている．実際，森本（₂₀₁₄）は世界最大のコンテナ船社である
マースク・ラインが ECA 規制強化による費用負担が₂.₅億ドルに上るとして，ECA 域内を航行す
る場合には₄₀フィートコンテナ当り₅₀～₁₅₀ドルの値上げを発表し，他の主要船社も同様の燃油
サーチャージを徴収する方針を表明していると報告している．
　この船舶貨物輸送価格の上昇は，船便による輸送を陸上輸送特にトラックに変更するインセン
ティブを荷主に対して付与する．ヨーロッパにおいては，トラック・貨物鉄道ネットワークは海
運と同様に発達していることもあり，少数の報告書ではモーダルシフトの数値や可能性について
言及している．MARPOL 付属書 VI 改正の影響によるモーダルシフトを数値にて述べている
Swedish Maritime Administration （₂₀₀₉）によると，規制導入に伴う価格上昇の水準に応じてス
ウェーデンにて ₂ ～₁₀％のモーダルシフトが起きると予想している．その数値の内訳は ₂ ～ ₆ ％
がトラックに向かい， ₀ ～ ₈ ％が鉄道に向かうと述べている．
　なお，船舶から陸上輸送へのモーダルシフトは後述の環境に関する便益にも連動している点を
留意しておく必要がある．
  ₂.₂.₄　報告書における MARPOL 付属書 VI 改正による便益と費用の比較
　MARPOL 付属書 VI 改正は，費用負担ばかりではなく便益をもたらす．中でも，大気汚染物質
削減による健康被害の減少は，その主要なものである．他方，MARPOL 付属書 VI 改正による大
気汚染物質削減は，前述のように，貨物輸送価格を変え，船舶貨物を道路輸送へと変更させてし
まう可能性がある．だが，少数の報告書のみがこのモーダルシフトを考慮し，大半の報告書はそ
れを考慮せずに便益を計算している．そこで，まずは規制強化実施時にモーダルシフトが発生し
ない場合における便益についてまとめる．
　規制強化に伴う便益を計測するためには，船舶起因の大気汚染物質排出量減少量を予測し，規
制導入の後に地域毎にどの程度大気質が変化するのか拡散シミュレーションモデルにて計算する
必要がある．そこで，各報告書はその目的に応じて，地域を決めて大気質変化を計算している．
例えば，ITMMA University of Antwerp & TM Leuven （₂₀₁₀）や SKEMA（₂₀₁₀）はルート毎の
排出量を測定しているが，ENTEC （₂₀₀₉），Swedish Maritime Administration （₂₀₀₉）や AEA 
Technology, TNO, IVL & EMRC （₂₀₁₀）では，広域での総合的な大気質の変化をシミュレートし
ている．計算の結果，ENTEC （₂₀₀₉）においては，大気汚染物質である NOx が規制導入により
₈ ％，SOx は₈₈％，PM は₆₇％減少することが分かった．他方，CO₂は設定シナリオによって増加・
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減少した．Swedish Maritime Administration （₂₀₀₉）では，規制導入によりスウェーデンの港に
おいて SO₂が₉₂%減少するとしている．AEA Technology, TNO, IVL & EMRC （₂₀₁₀）は，SECA
内で導入前と比較して₉₃%の SO₂が減少するとの結果を得ている．
　これらの排出削減・大気質の改善により，まず健康面への便益が生じる．そして，複数の報告
書がこの健康への正のインパクトを金銭換算して大きさを計測している．AEA Technology, TNO, 
IVL & EMRC （₂₀₁₀）では健康面の便益が低ケースでは約₈₀億ユーロ，高ケースでは₁₆₀億ユーロ
の便益があるとしている（図 ₃ ）．健康改善にて大きな便益を得ている国は SECA 沿岸部に比較的
高い人口密度を抱えているイギリス，フランス，ドイツ，オランダであった．そして ENTEC 
（₂₀₀₉）では ECA を英国海域に設定した場合，英国における健康改善の便益は年あたり₃.₁～₆.₂億
ポンドであると報告している．Swedish Maritime Administration （₂₀₀₉）においても健康便益は
₁₈～₅₁億ユーロとなっている．
　規制強化による便益としては，健康便益以外に数値換算できるものとして建物への損害減少に
よる便益があるが，額はそれほど大きくない．ENTEC （₂₀₀₉）がこの大気汚染物質削減による建
物への損害減少の便益を金銭換算したところ年間で₆₀₀万ポンドであり，健康改善便益と比較する
と額は ₂ 桁違っていた．これ以外には，数値として計測はできないが，生態系へのインパクト，
土壌へのインパクト，そして分留した油を使うことで事故が発生した際に海洋への汚染が小さく
なる可能性といった定性的なインパクトが報告書内で言及されていた．
　MARPOL 付属書 VI 改正による便益をその政策変化による追加費用と比較したところ，便益の
方が大きい報告書が ₁ つ，費用の方が大きい報告書が ₂ つであった．AEA Technology, TNO, IVL 
& EMRC （₂₀₁₀）においては便益が₈₀～₁₆₀億ユーロ，費用が₃₀～₅₀億ユーロであるので，便益が
低ケース，費用が高ケースにおいても純便益は正となる．他方イギリスやスウェーデンにおける
便益と費用を計算した ENTEC （₂₀₀₉），Swedish Maritime Administration （₂₀₀₉）においては，
純便益はマイナスになるという結果を得た．前者の ENTEC （₂₀₀₉）では便益をイギリス国内のみ
考慮して他の EU 地域に発生する便益を考えていないという便益の過小評価となっているものの，
実施費用である₁₆～₃₆億ポンドを超えるとは考えにくい．
  ₂.₂.₅　モーダルシフトが発生した場合における MARPOL 付属書 VI 改正の費用便益
　船舶貨物の価格上昇により，荷主が貨物を船からトラック・鉄道に変更するモーダルシフトが
発生した場合，大気汚染物質減少による便益は₂.₂.₄のそれよりも小さくなると予想される．実際
ITMMA University of Antwerp & TM Leuven （₂₀₁₀）は，海運から陸運へ₂₀％のモーダルシフト
が起こったならば，MARPOL 付属書 VI 改正による規制強化は便益を生じさせず逆に外部費用の
悪化が見込まれると報告している．さらに，₁₀％のモーダルシフトが海運から陸運へ起きた場合，
（混雑・事故，環境悪化等の）外部費用が₂₆％上昇すると予測している．これに見られるように，
モーダルシフトも含めた場合には，MARPOL 付属書 VI 改正の費用便益は₂.₂.₄よりも悪くなると
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予想される．
　 ₃ ．日本における報告書の ECA 論点との比較
　国土交通省（₂₀₁₃）と海洋政策研究財団（₂₀₁₃）は，ECA を日本近海に設定した場合を主な対象
として，影響調査を行っている．国土交通省（₂₀₁₃）と技術検討委員会では，ECA 設定による環
境改善効果予測と費用に与える影響が調査されている．そして海洋政策研究財団（₂₀₁₃）では，
ECA 設定による環境改善効果予測を行い，それを大気汚染排出状況，環境基準，人体健康影響評
価そして生態系への影響評価，不確実性評価等にて多角的に評価している．
　いずれの報告書においても，ECA 設定に環境改善は見られるものの，効果は限定的としている．
国土交通省（₂₀₁₃）では，ECA の範囲を₁₂海里と₂₀₀海里の ₂ パターンについて₂₀₂₀年における
ECA 設定の環境改善効果を拡散シミュレーションモデルにて計算をしている．MARPOL 付属書
VI 改正による NOx 規制や硫黄分濃度の規制による低硫黄燃料の利用増加そして二酸化炭素放出
抑制指標による CO₂規制により，大気質が改善してしまうと予測している．そのため，改善が進
む中で ECA を設定したとしてもその効果は大きくないとしている．海洋政策研究財団（₂₀₁₃）に
おいては，東京湾，伊勢湾，大阪湾，瀬戸内海，津軽海峡と ECA の範囲を大幅に限定した時の環
境改善効果を拡散シミュレーションモデルにて計算している．改善効果を評価するにあたっては，
大気質という ₁ つの物差しのみならず複数の視点を用いている．大気質に限ると，ECA 導入の効
果は限定的であるとしている．
　海洋政策研究財団（₂₀₁₃）では，ECA の導入効果を人体健康影響評価そして生態系への影響評
価を用いて評価している．ここでの人体健康評価は米国で利用されている BenMAP の健康影響評
価モデルの計算ロジックを採用しつつ独自ツールにて実施されている．これを用いて，SECA を
東京湾に導入した場合，PM₂.₅濃度が低下することによる死亡者数減少については一定の効果があ
るとしている．NOx に関する ECA を同地域に導入した場合，死亡者数の減少率が欧米の ECA 設
定よりも大きいとしている．生態系の評価方法としては酸性化，富栄養化，植生影響の原因とな
る大気汚染物質濃度と沈着量の空間分布の把握を実施している．評価の結果，いずれの ECA にお
いても効果は限定的と結論している．これら人体健康・生態系の改善便益においては，金銭換算
を使った評価は行われていない．なお，国土交通省（₂₀₁₃）では人体健康等の評価は行っていな
い．
　SECA を日本の海域に設定した場合には，日本の船社に少なからずの追加費用負担を生じさせ
ることになる．国土交通省の資料では，ヨーロッパの報告書と同様，燃料消費量と燃料価格の差
分を推計し，SECA 設定時の追加費用を計算している．それによると，SECA を導入した場合，
外航船では₁₄₇₀～₄₄₀₀億円，内航船では₆₀₀～₂₅₀₀億円，漁船には約₄₀億円の燃料追加費用が生じ
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るとしている．なお，これらの数値は，船舶からの大気汚染物質放出規制海域（ECA）に関する技
術検討委員会第 ₄ 回の際に配布された資料にある数値を再計算したものである．表 ₂ における
ENTEC （₂₀₀₉）（英国のみの費用）と比較すると同程度となっている．
　日本における ECA 関連の報告書における ECA の論点と₂.₂で概観したヨーロッパのそれとの比
較をすると，日本においては，人体健康影響評価を金銭換算した便益計算，ECA 導入によるモー
ダルシフトの可能性，ECA 導入時における船舶輸送価格転嫁も踏まえた費用便益分析がまだ議論
されていないことがわかる．これらは今後の再検討を実施する際に，それぞれ検討を要する項目
になってくると言える．
　 ₄ ．ECA の範囲に関する論点と分析状況
　現在実施されている ECA においては排他的経済水域（EEZ）の範囲である₂₀₀海里が ECA の範
囲として選択されている．だが，ECA の範囲の大きさにより，その対象となる船舶の活動範囲を
どの程度包含することができるのかが変化し，結果的に削減される大気汚染物質の量が変化する．
同時に，一部の船舶は ECA の範囲を鑑みながら航路等を変えるといった行動変化を行う．つま
り，ECA 実施の費用対効果がその範囲によって異なってくる．
　ECA を設定する際には，MARPOL 付属書 VI にある APPENDIX III にある ₈ つのクライテリ
ア（表 ₃ ）に基づく評価を含めた提案文書を IMO に提出する必要がある．つまり，ECA の必要性
は，この ₈ つのクライテリアを用いて検討することになる．実際アメリカはカナダと ECA を共同
提案する時に準備した申請書 IMO （₂₀₀₉）はこの ₈ つのクライテリアに沿っている．
　 ₈ つのクライテリアは単独で成立するのではなく，他のクライテリアから影響を受け得る．ク
表 3 　ECA を設定する際に検討する ₈ クライテリア
（ ₁ ） 適用される ECA 案の明確な線引き
（ ₂ ） 規制対象となる排出汚染物質の種類 （NOx あるいは SOx・PM, または両者の組合せ）
（ ₃ ） 船舶起源の大気汚染物質によってリスクを受けると考えられる人口及び環境の範囲
（ ₄ ）  提案海域で排出される船舶起源の大気汚染物質が，大気環境濃度や生態系環境などに与える影響の評価．
この評価には，必要に応じ，土壌，植生，水生，並びに人体などに対する影響についての説明を含める
ものとする．
（ ₅ ）  提案海域における気象条件 （特に風況），並びに地理・地質・海洋・生物形態などの情報を整理し，大気
汚染物質の濃度上昇や環境影響との関連性を評価する．
（ ₆ ） 提案海域内における船舶交通の特性や密度等の実態把握
（ ₇ ） 陸上における大気汚染物質の発生源対策
（ ₈ ）  船舶発生源の削減コストと陸上起源の削減コストの比較，並びに国際貿易に従事する船舶への経済的影
響
出所）海洋政策研究財団（₂₀₁₃）を用いて作成．
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ライテリア ₂ の規制対象物質は，単独で決められるものではなく，クライテリア ₄ や ₈ などから
も検討され，決定される．そして，クライテリア ₁ は ECA の範囲を記載することを求めているの
であるが，その ECA の範囲を決定する前段階に，クライテリア ₃，₄ や ₈ から影響を受けること
は十分に考えられる．だが，実際の提案文書（例えば，U.S. EPA （₂₀₁₀））においては，結論だけを
簡潔に述べるためなのか，費用便益分析やクライテリア ₃，₄，₅ から範囲（すなわちクライテリア ₁ ）
を検討した様子は見うけられない．
　₂.₂で概観したヨーロッパで発行された既存報告書においては，単体で範囲について検討してい
るものは存在しなかった．だが，複数の報告書を比較すると ECA の範囲を変更した場合の効果を
見ることはできる．ヨーロッパの場合，AEA Technology, TNO, IVL & EMRC（₂₀₁₀）と ENTEC
（₂₀₀₉）の比較がそれである．前者は，欧州全域について評価を行い，後者はイギリス周辺のみと
なっている．便益については，₂.₂.₄の説明から考えると範囲を拡大することで大きくなることが
確認できる．他方，費用については，前提等に影響を受け，明確な結論を出すことはできない．
日本の ₂ つの報告書では，便益は判明しないものの，ECA の範囲（設定地域）が異なる場合のシ
ミュレーションを行っている．だが，いずれも環境改善は限定的とあり，範囲による違いは判明
しない．
　ECA に関する既存研究においては，Wang and Corbett （₂₀₀₇）が，ECA の範囲として US 
West Coast EEZ と West Coast から₁₀₀ nautical mile の ₂ つのケースについてシミュレーション
し，B/C を計測している．その結果によると純便益でみると EEZ を範囲とした場合，硫黄分濃度
₁.₅%燃料， ₀.₅%のときには₁₁₃×₁₀₆米ドル， ₂₈₄×₁₀₆米ドルであり，₁₀₀ nautical mile に ECA の
範囲を縮めた場合，₁.₅%， ₀.₅%のときそれぞれ₉₈×₁₀₆米ドルと₂₂₀×₁₀₆米ドルであった．純便益
で見た場合，ECA の範囲は広い方が良いという結果である．なお，B/C で見た場合，EEZ の範囲
において，硫黄分濃度₁.₅%，₀.₅%のときは₁.₈と₂.₅₇であった．他方，₁₀₀ nautical mile に ECA
の範囲を縮めた場合，₁.₅%，₀.₅%のときはそれぞれ₂.₃₅，₃.₃₆であった．
　Okada （₂₀₁₅）では，ECA の範囲に関する問題を解析するべく，ECA の範囲とその中・境界に
おける航行位置の関係をコンピュータにてシミュレートし，ECA の最適範囲に関する分析を行っ
ている．その分析の中では，一次元の線型都市と線型海域を用いて，船舶の航行位置選択と大気
汚染拡散モデルを組み込んだシミュレーションを構築し，数値シミュレーションを行っている．
これにより，ECA の範囲の変更による航行費用変化とそれによる船舶の位置選択の変更，そして
同時に排出位置が変わることによる外部費用と環境便益をシミュレーションすることができるよ
うになる．シミュレーションを行った結果，ECA の最適範囲は ₂ つある可能性が示唆された．す
なわち，陸地から近い海域での均衡と遠い海域での均衡である．さらに，B/C の指標を用いて，
ECA の範囲を評価したところ，ある程度陸地から離れた距離の ECA 範囲を持つことで B/C が ₁
を超えることが判明した．このことは，すなわち，ECA は近距離で範囲指定を行うか，それとも
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実際に導入されているような₂₀₀海里といったある程度遠距離での範囲指定を行うことが望ましい
ことを示している．
　 ₅ ．日本への示唆
　これまでの整理の中で，ヨーロッパの報告書と異なり日本では，人体健康影響評価を金銭換算
した便益，船舶輸送価格転嫁そしてモーダルシフトも考慮した ECA 導入による費用便益分析が実
施されていないことを示した．第一の項目は，国土交通省も認識はしており，国土交通省（₂₀₁₃）
が示した今後の課題の中にある「人体あるいは生態系にあたえる大気汚染の影響に関する研究成
果・動向の把握」（ ₆ ページ）である．「排ガス対策コストの把握及び社会経済影響の評価手法の調
査」の ₁ つである「環境効果評価ツールに関する研究動向の把握」辺りに含まれる論点とも言え
る．ECA にて大気汚染物質排出量減少を意図する際には，健康に関する便益を計算する必要があ
る．そして可能な限り金銭に変換し，費用と比較できるようにすることが望まれる．
　他方，第二の価格転嫁そしてそれにより生じるモーダルシフト，このモーダルシフトの下での
ECA 分析は，広い意味では社会経済評価・環境影響評価手法に含まれるが，明確に認識はされて
いないと言える．実際に欧米で行われている ECA に起因する船社の価格転嫁の実際や ECA 設定
後の荷主のモード選択などを調査する必要があるであろう．その調査結果を用いながら，CGE モ
デルやそのほかのツールを用いて，船社や荷主がどのような行動を採用するのか分析し，ECA の
効果を予測する必要も出てくると思われる．
　また，ECA 範囲に関する議論から数多くの ECA 範囲について分析を行うのではなく，ECA の
範囲を近距離と長距離の ₂ 種類のケースにて便益と費用を分析することが望ましいと言える．国
土交通省（₂₀₁₃）では₁₂海里と₂₀₀海里のケースについて大気シミュレーションを行ってきたが，
海洋政策研究財団（₂₀₁₃）にあるように東京湾のみといった ECA を検証し費用便益分析を行うこ
とも一案と言える．
₆ ．ま　と　め
　本稿ではヨーロッパで発表された MARPOL 付属書 VI 改正によるインパクトアセスメントの論
点，中でも費用対効果に関する論点，そしてそれらと日本における検討結果を比較・整理した．報
告書において計測されたインパクトの項目をまとめると ₃ つあった．第一に船社等が負担する追
加費用，第二に費用負担によって船舶貨物輸送価格が上昇し発生するモーダルシフト，最後に環
境改善の健康便益そして追加費用との比較である．日本における ECA の報告書と比較したとこ
ろ，日本においては，人体健康影響評価を金銭換算した便益計算，ECA 導入によるモーダルシフ
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トの可能性，ECA 導入時における船舶輸送価格転嫁も踏まえた費用便益分析がまだ議論されてい
ないことが判明した．そして，ECA の範囲に関する議論が報告書や既存研究であまり行われてい
ない状況について指摘し，少ないながら判明していることについて整理をした．そして，上記の
まとめに基づき，今後日本近海への ECA 導入についての再検討が行われる際に必要となる ₂ つの
調査項目「人体健康影響評価を金銭換算した便益」「船舶輸送価格転嫁そしてモーダルシフトも考
慮した ECA 導入による費用便益分析」と ECA の設定範囲に関する留意点について述べた．
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